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放射線影響協会（以下，放影協）は国の委託により 1991 年

から原発等核施設労働者の死亡率に放射線被曝が与える影響を

調査してきたが，2015 年にこのコホート調査を終了して 

opt-in⽅式による同意を前提とする新コホートの調査に切り替

えた．  

国はこれまで 25 年間で推定 100 億円を超える資⾦を投⼊し

たがその大半を無駄にするおそれがある．コホート研究を中途

で終了する例はあまり聞いたことがない． 

このコホート調査は失敗であったのだろうか？ 確かに放影

協の第Ⅴ期調査報告書をそう読めるのかもしれない．しかし，

この調査は，日本の核施設労働者のがん死亡および非がん死亡

が被曝線量とともに増加しているることを明らかにした．また，

喫煙交絡に関する定量的分析も可能になり，視点を変えた複数

のデータ分析がおこなわれている．データの分析と評価は始ま

ったばかりであるといってよい．  

さらに，日本の原発等核施設労働者のデータに固有の奇妙と

もいえる特徴が⾒えてきている．死亡率の累積被曝線量に対す

る応答曲線が，がんでも非がんでも大きく直線からずれている．

これは同様の疫学調査（たとえば，英米仏３国核施設労働者や

広島・⻑崎原爆被爆者の調査）に⾒られない特徴である．また

100mSv 以下の ERR がそれらの調査と比べて何倍も大きいと

いうことがある．これらの問題は，登録センターの被曝線量の

記録を検証する必要があることを示している．浮かび上がって

きたこれらの問題が闇に消えてゆくことを心配する． 

新コホートの調査計画にも問題がある．コホートの対象は

2015 年時点の⽣存者であるため，それまでに死亡した者のデ

ータは捨てられることになる．また，コホートの人数はこれま

での 40%に縮小される．これは調査への同意者が少ないため

である．新コホートの調査では⽣活習慣・社会経済状態のデー

タをアンケートで収集することを目玉にしている．しかし最初

に同意したコホート成員が今後も引き続き調査に協⼒してもら

えるか未知数である．協⼒者の数が減れば，研究計画が設計し

ている目標に達することができなくなってしまう．そうなると

今回の決定はこれまでのコホート研究を打ち切るだけに終わっ

てしまう可能性がある． 

今回のコホート切り替えの背景には同意確認の⽅法の問題が

あるのだろう．同意確認はopt-outよりもopt-inのほうが望まし

いという考えがあるのかもしれない．しかし，確認の⽅法は調

査目的の公益性とのバランスで考えなければならない．核施設

労働者の疫学調査がかれらの⽣命とその家族の⽣活を守り国⺠

の事実を知る権利に応えることであれば，opt-outによるコホ

ート調査を排除すべきではない．■ 
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